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社会資本総合整備計画

平成 22 年度 ～ 26 年度

 １．地域の住宅政策の経緯及び現況

 ２．課題

作成主体名

　本県は、日本のほぼ中央に位置しており、面積は約１万５９６平方キロメートルと全国第７位、周りを７つの県に囲まれた数少ない内陸県の１つ
であり、Ｈ２１年４月現在（岐阜県人口動態統計調査　推計）で、人口は２，０９０，１２８人、総世帯数は７２９，９６２世帯である。

　本県を取り巻く社会環境は、出生率の低下や住宅事情による人口流入の低下傾向、高齢化の進行など、著しい変化を遂げている。このような社会
経済状況の変化に伴う県民の住宅ニーズに対応できるよう、県として「住まいづくりからはじまる地域づくり」をめざして、豊かさとゆとりある県
民生活を築くための住まい・まちづくりを推進してきている。

　平成18年度策定の岐阜県住生活基本計画においては上記の基本理念のもと、「良質な住宅ストックの形成及び将来世代への承継」「良好な居住環
境の形成」「多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備」「住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保」を住宅施策基本
目標とし取組みを行ってきた。

　これまでの住宅施策としては、公的住宅施策として公営住宅や地域優良賃貸住宅（一般型）の建設（建替）事業、ストック公営住宅等の改善事業
（火災警報装置設置、地上デジタル工事対応、長寿命化型改善、既設住宅バリアフリー化改善等）を行っている。また、民間住宅施策として住宅相
談会の開催、耐震診断補助事業等を行っている。

○低額所得者や高齢者、障がい者、子育て世帯など住宅の確保に配慮が必要な世帯へ住宅を供給し、住宅セーフティネットを構築する必要がある。
また、既に整備されている公営住宅等においても、狭小化による居住水準の低下、老朽化、地震・火災等に対する防災上の安全性の低下などにより
地域の住環境の低下を招いているものもあり、計画的な建替、維持、長寿命化、管理が求められている。

 計画の名称 岐阜県（共同）地域住宅等整備計画 地域住宅計画の名称 岐阜県（共同）地域住宅計画

○県民の多様なニーズに対応するとともに、より効果的な施策メニューの推進を図っていくためのシステム構築や、県民に対する住宅情報提供や相
談会の実施、また住生活を豊かなものにするための各種施策を実施することが必要である。

 計画期間

 都道府県名 岐阜県
大垣市、関市、美濃市、瑞浪市、可児市、本巣市、郡上市、下呂市、
養老町、神戸町、揖斐川町、池田町、富加町、川辺町、七宗町、八百津町



単　位 基準年度 目標年度

公営住宅の高齢者対応住宅の割合 ％
計画に参画する事業主体が管理する公営
住宅のうち、高齢者対応住宅の割合

6.5% 22 7.0% 26

新設・建替を行う公営住宅・地域優良賃貸
住宅（一般型・公共供給）の戸数

戸
計画に参画する事業主体が新設・建替によ
り整備する公営住宅・地域優良賃貸住宅
（一般型：公共供給）の戸数

0戸 22 9戸 26

長寿命化を図った公営住宅の割合 ％
計画に参画する事業主体が管理する公営
住宅のうち長寿命化型改善工事を実施した
割合

0.0% 22 6.5% 26

※計画期間の終了後、上記の指標を用いて評価を実施する。

 ３．計画の目標

定　　義

 ４．目標を定量化する指標等

◆「すべての人が安心して生活するための居住環境の整備」
　高齢者世帯や子育て世帯などさまざまな世帯が安心して暮らせる公的賃貸住宅を目指し、公営住宅や地域優良賃貸住宅の新設、また既存公営住宅等の
高齢者対等などの改修を行い、住環境向上を実現する。また、既存の公的賃貸住宅について、効率的に建替・長寿命化型改善・居住性向上型改善等を行
い、住環境改善やストック住宅の長期活用を実現する。

指　　標 従前値 目標値

◆「豊かな住生活のための住宅政策の実施」
　相談会や定住促進施策など、各事業主体のニーズに合う住宅施策を実施し、県民の住生活の向上を図る。



 ５．目標を達成するために必要な事業等の概要

　定住促進事業
関連事業（例示）

住民の定住を促進するための助成事業

　狭隘道路整備事業 狭隘道路の管理に係るデータ管理実施　　等

目標①：「すべての人が安心して生活するための居住環境の整備」

＜事業の概要＞

・相談会や定住促進施策など、各事業主体のニーズに合う住宅施策を実施し、県民の住生活の向上を図る。

　住宅相談事業

＜事業の概要＞

・地域の実情に応じた適切なセーフティネットを構築するため、真に住宅に困窮している住民の居住安定のための公営住宅等整備事業、高齢者世
帯・子育て世帯・定住促進など地域の実情に応じた住民の居住安定のための地域優良賃貸住宅整備事業を実施する。また、住宅を整備するのに
必要な用地買収、駐車場整備などを関連事業で実施する。

　住宅政策マスタープラン等策定事業 住宅マスタープラン、住生活計本計画等の策定事業

・既設の公的賃貸住宅の居住性を向上させるために、少子高齢社会に対応するための高齢者向けリフォームや、下水等排水処理の衛生化や地
上デジタル放送開始に係る対策事業などを公営住宅等ストック総合改善事業を活用して実施する。

・老朽化した公営住宅等を計画的に活用するために、公営住宅等ストック総合改善事業や関連事業により、長寿命化計画を策定するとともに、老
朽化がひどい場合は建替を、延命が可能な場合は屋上防水や外壁改修による住宅の長寿命型改善を行う。また、関連事業により老朽公営住宅
等解体撤去事業等を実施し、公営住宅等の入居者の居住環境の質及び安全性の向上を実施する。
長寿命化計画を策定し、計画的に建替や外壁改修などの長寿命化型改善を図り、効率的にストックを活用する。

住宅に関する市民相談会実施

目標②：「豊かな住生活のための住宅政策の実施」



 ６．目標を達成するために必要な事業等に要する経費等

Ａ　基幹事業 （金額の単位は百万円）

Ａ１　地域住宅計画に基づく事業（基幹事業）

交付期間内
事業費

七宗町 １団地　６戸 65 地域住宅計画（Ａ）

大垣市 関市

美濃市 瑞浪市

可児市 本巣市

郡上市 下呂市

神戸町 池田町

富加町 八百津町

可児市 下呂市

揖斐川町 川辺町

七宗町

神戸町 １団地 2

養老町 395戸 3

1,181 Ａ１

Ａｃ　地域住宅計画に基づく事業（提案事業）

交付期間内
事業費

0 Ａｃ

　　　小計（Ａ１＋Ａｃ） 1,181 Ａ１＋Ａｃ

Ａ２　基幹事業（地域住宅計画に基づく事業以外の事業）
交付期間内

事業費

0 Ａ２

　　　小計（Ａ１＋Ａｃ＋Ａ２） 1,181 Ａ１＋Ａ２＋Ａｃ

A1-2　公営住宅等ストック総合改善事業 ３１団地 791

A1-3　公的賃貸住宅家賃低廉化事業 １０団地 320

規模等

　　　小計（Ａ２）

Ａｃ　小計

事業 事業主体

事業 事業主体 規模等

Ａ１　小計

A1-1　地域優良賃貸住宅整備事業

A1-4　公営住宅等整備事業

A1-5　住宅地区改良事業等（改良住宅ストック総合改善事業）

地域住宅計画（K）

事業 事業主体 規模等



Ｂ　関連事業（関連社会資本整備事業） （金額の単位は百万円）

Ｂ　関連社会資本整備
交付期間内

事業費

0 Ｂ

Ｃ　関連事業（効果促進事業） （金額の単位は百万円）

Ｃ　効果促進事業
交付期間内

事業費

可児市 年２４回 1

美濃市 可児市 17

可児市 可児市内 14

大垣市 可児市

池田町

可児市 ２団地 5

可児市 本巣市 56

下呂市 ２団地 78

七宗町 １団地 11

227 Ｃ

1,408

Ａ１＋Ａ２＋Ａｃ＋Ｂ＋Ｃ

（Ａｃ＋Ｃ）／（Ａ１＋Ａｃ＋Ａ２＋Ｂ＋Ｃ）

（参考）その他関連事業

　　※交付期間内事業費は概算事業費

地域優良賃貸住宅（高齢者型）

※事業を行わない基幹事業については適宜表から削除してください。

C-6　住宅リフォーム助成事業

C-5　移転費助成事業

C-7　雇用促進住宅買取事業

C-8　地域優良賃貸住宅駐車場整備事業

規模等

都市再生機構

効果促進事業等の割合 16.1%

事業（例）

C-2　定住促進事業

事業主体

　　　小計（Ｃ）

　　　合計（Ａ１＋Ａｃ＋Ａ２＋Ｂ＋Ｃ）

規模等

事業 事業主体 規模等

　　　小計（Ｂ）

事業 事業主体

C-4　老朽化公営住宅解体撤去事業

C-1　住宅相談事業

５団地 45

C-3　狭隘道路整備事業



 ７．法第６条第６項の規定に基づく公営住宅建替事業に関する事項

※法第６条第６項に規定する公営住宅建替事業に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第12条に規定する施行要件の特例の対象となります。

 ８．法第６条第７項の規定に基づく配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項

 ９．その他公的賃貸住宅等の管理等に関する事項

「法」とは、「地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法」をいう。

該当なし

該当なし

該当なし

※法第６条第７項に規定する配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第13条に規定する特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準
の特例の対象となります。（ただし、一定の要件を満たすことが必要です。）


